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（５） 環境変化への適応の円滑化に関する事業費　計 544,000 658,280 △ 114,280

融資

3 ★ 　県融資事業（新事業分野進出資金） 80,000 80,000 0 中小企業支援課融資

△ 56,000 中小企業支援課融資

2 ★ 　県融資事業（中小企業再生支援資金） 240,000 298,280 △ 58,280 中小企業支援課

(5)

1 ★ 　県融資事業（中小企業ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ資金） 224,000 280,000

中小企業支援課保証料負担

（４） 資金調達の円滑化に関する事業費　計 3,737,291 3,426,718 310,573

3 　県融資事業（沖縄県信用保証協会に対する補助） 97,291 86,756 10,535

うち融資事業費以外 4,149,419 4,729,541 △ 580,122 -12.3%

（３） 経営基盤の強化に関する事業費　計 3,432,408

★うち融資事業費 6,050,000 5,926,762 123,238 2.1%

3,725,714 △ 293,306
(4)

1 ★ 　県融資事業（短期運転資金、小規模企業対策資金、小口零細企業資金等） 2,040,000 2,200,000

個別事業（１）～（５）事業費合計 10,199,419 10,656,303 △ 456,884 -4.3%

平成30年度 平成29年度 対前年度比増減額 増減率
単位：千円

△ 160,000 中小企業支援課融資

2 ★ 　県融資事業（資金繰り円滑化借換資金） 1,600,000 1,139,962 460,038 中小企業支援課融資

31 　未来のＩＴ人材創造事業 調整中 44,062 △ 44,062 情報産業振興課IT人材育成、イベント

4,827 △ 2,043 中小企業支援課意見聴取の確保32 　中小企業総合支援事業（中小企業振興会議） 2,784

ものづくり振興課受注機会の確保

30 　おきなわ企業魅力発見事業 34,643 49,908 △ 15,265 雇用政策課

29 　県内企業への優先発注及び県産品の優先使用基本方針 4,500 △ 4,500

新入社員等人材育成支援

27 　ＩＴ人材高度化支援事業 96,999 136,699 △ 39,700 情報産業振興課人材育成、セミナー

28 　県内企業雇用環境改善支援事業 30,486 43,546 △ 13,060 雇用政策課人材育成企業認証、講座、認証企業の広報

労働政策課専門家派遣、セミナー

26 　ワーク・ライフ・バランス推進事業 9,004 10,814 △ 1,810 労働政策課

25 　非正規労働者処遇改善事業 14,770 19,853 △ 5,083

専門家派遣、啓発、認証

23 　Ｕ・ＩターンＩＴ技術者確保支援事業 62,024 62,595 △ 571 情報産業振興課人材マッチング、データベース構築

24 　アジアＩＴ人材交流促進事業 18,426 28,484 △ 10,058 情報産業振興課マッチング

工業技術ｾﾝﾀｰ相談窓口（工業技術支援）

22 　アジア・ビジネス・ネットワーク事業 55,629 58,572 △ 2,943 アジア経済戦略課

21 　沖縄県工業技術センター（工業技術支援事業） 7,422 6,335 1,087

人材マッチング、ビジネスネットワーク構築支援

19 　グッジョブセンターおきなわ（沖縄型総合就業支援拠点形成事業） 65,952 63,252 2,700 雇用政策課相談窓口（雇用支援）

20 グッジョブセンターおきなわ内（事業者向け雇用支援事業） 26,565 28,547 △ 1,982 雇用政策課相談窓口（事業者向け雇用支援）

中小企業支援課相談窓口（企業支援全般　）

18 　各商工会・商工会議所（沖縄雇用・経営基盤強化事業） 9,357 9,357 0 中小企業支援課

17 　各商工会・商工会議所（小規模事業者経営支援事業） 1,166,634 1,169,854 △ 3,220

相談窓口（経営強化支援）

15 　沖縄県中小企業支援センター(中小企業総合支援事業） 78,999 78,999 0 中小企業支援課相談窓口（企業支援全般　）

16 　沖縄県中小企業団体中央会（組織化指導事業） 107,223 107,231 △ 8 中小企業支援課相談窓口（組織化）

中小企業支援課貸与

14 ★ 　県融資事業（組織強化育成資金） 216,000 268,520 △ 52,520 中小企業支援課

13 ★ 　機械類貸与制度原資貸付事業 400,000 400,000 0

融資

11 　地域商業活性化支援事業 9,816 11,000 △ 1,184 中小企業支援課助成、ハンズオン※連携体への支援

12 ★ 　県融資事業（雇用創出促進資金） 150,000 180,000 △ 30,000 中小企業支援課融資

ものづくり振興課投資

10 　県融資事業（利子補給事業） 14,425 10,438 3,987 中小企業支援課

9 　沖縄ものづくり振興ファンド（ファンド規模15.25億）

助成

7 　地域ビジネス力育成強化事業 119,831 150,803 △ 30,972 中小企業支援課①助成、ハンズオン※連携体、②ハンズオン

8 　中小企業課題解決プロジェクト推進事業 335,798 501,739 △ 165,941 産業政策課助成、ハンズオン※連携体と個社（法人）

雇用政策課人材育成　専門家派遣、ハンズオン

6 小規模事業者等持続化支援事業 30,628 30,628 0 中小企業支援課

5 　正規雇用化サポート事業 28,337 35,000 △ 6,663

事業承継・創業支援　専門家派遣、ハンズオン

3 　正規雇用化企業応援事業 21,111 24,219 △ 3,108 雇用政策課人材育成　助成

4 新 　グローバル産業人材育成事業 75,184 142,847 △ 67,663 産業政策課人材育成　助成　※海外展開

1 新 　生涯現役スキル活用型雇用推進事業 44,248 43,085 1,163 雇用政策課人材育成・確保　助成、セミナー

2 新 　正社員雇用拡大助成金事業 200,113 0 200,113 雇用政策課人材確保　助成

3 ★ 　県融資事業（創業者支援資金） 400,000 400,000 0 中小企業支援課融資

（２） 創業の促進に関する事業費　計 430,140 439,061 △ 8,921
(3)

1 　創業者等支援診断助言事業 930 901 29 中小企業支援課専門家派遣、ハンズオン

2 　ベンチャー企業スタートアップ支援事業 29,210 38,160 △ 8,950 産業政策課ハンズオン、セミナー

工業技術ｾﾝﾀｰ共同研究　※工業技術20 　企業連携共同研究開発支援事業 2,720 2,720 0

（１） 経営革新の促進に関する事業費　計 2,055,580 2,406,530 △ 350,950
(2)

ものづくり振興課セミナー、開発支援、ハンズオン※共同体

19 　ものづくり基盤技術強化支援事業 70,524 92,750 △ 22,226 ものづくり振興課研究開発した技術の事業化

18 　戦略的製品開発支援事業 153,758 154,447 △ 689

アジア経済戦略課物流アドバイザリー

17 　製造業県内発注促進事業 57,565 26,192 31,373 ものづくり振興課マッチング、試作支援　※製造業

16 　物流高度化推進事業 60,790 44,546 16,244

アジア経済戦略課特産品輸出航空コンテナスペース確保

15 　海外事務所等管理運営事業 177,385 187,162 △ 9,777 アジア経済戦略課海外展開支援

14 　全国特産品流通拠点化推進事業 147,621 223,467 △ 75,846

ものづくり振興課県産品運動、産業まつり支援

13 　Eコマース人材育成・商圏拡大支援事業 14,704 19,000 △ 4,296 中小企業支援課インターネットショップのレベル向上研修

12 　産業まつり推進事業 10,483 10,483 0

11 　知的財産活用促進支援事業 23,847 21,393 2,454 産業政策課①情報提供、②外国特許等出願助成、③研修

10 　沖縄特区・地域税制等活用促進事業 31,070 30,751 319

9 ★ 　県融資事業（経営振興資金） 640,000 600,000 40,000 中小企業支援課融資

産業政策課相談窓口（沖縄特区・税制）

情報産業振興課ソフトウェア等製品開発支援、プロモーション活動

8 ★ 　県融資事業（ベンチャー支援資金） 60,000 80,000 △ 20,000 中小企業支援課

7 　沖縄アジアＩＴビジネス活性化推進事業（アジアＩＴビジネス展開支援事業） 42,034 101,317 △ 59,283

融資

ものづくり振興課ハンズオン、出展補助　※工業製品

6 　沖縄アジアＩＴビジネス活性化推進事業（他産業連携クラウド環境促進事業） 58,046 101,317 △ 43,271 情報産業振興課システム等開発支援

5 　県産工業製品海外販路開拓事業 59,227 89,422 △ 30,195

アジア経済戦略課海外向け販促支援、コンテナスペース確保

4 　新製品等開発成果展開事業　 20,000 20,000 0 中小企業支援課コーディネート、出展支援

3 　沖縄国際物流ハブ活用推進事業 274,257 388,006 △ 113,749

2 　県産品拡大展開総合支援事業 132,849 193,008 △ 60,159 アジア経済戦略課国内向け販促支援、商品改善支援

1 　中小企業経営革新強化支援事業 18,700 20,549 △ 1,849

当初予算による比較(単位：千円） 商工労働部
担当課

支援概要
(1) 平成30年度 平成29年度 増減

中小企業支援課事業計画全般　ハンズオン、専門家派遣

平成30年度 沖縄県中小企業支援計画施策体系図

新 し い 製 品 ・ サ ー ビ ス の
開 発 や 提 供

新 し い 生 産 方 式 の 導 入

新しい販売・提供方式の導入

新しい経営管理方式の導入

＜施 策＞

新 事 業 活 動 促 進 に 関 す る
情 報 提 供 ・ 助 言 な ど

ビ ジ ネ ス プ ラ ン の
発 掘 や 事 業 化

創 業 資 金 の 確 保 や 円 滑 化

創 業 支 援 施 策 に 関 す る

情 報 提 供 や 助 言 な ど

人 材 の 確 保

人 材 の 育 成 ・ 技 能 の 向 上

設 備 の 導 入

経 営 資 源 確 保 の た め の 連 携

経 営 資 源 確 保 の た め の
情 報 提 供 や 助 言 な ど

受 注 機 会 の 確 保

金 融 機 関 と の 協 調 融 資

信 用 補 完 制 度

連 鎖 倒 産 の 防 止

事 業 転 換 な ど

災 害 等 緊 急 対 策

＜個別事業等＞

＜基本方針＞

創業の促進

新しい中小企業の創業

(2)

経営基盤の強化

人材、設備、技術等の確保

(3)

資金調達の円滑化

運転/設備資金の調達支援
信用保証機能の強化

(4)

沖縄県
中小企業の

振興に関する
条例

環境変化への
適応の円滑化

セーフティーネット、再生支援資金など

(5)

(1)

経営革新の促進

新しい事業活動

中 小 企 業 へ の
直 接 的 な 支 援

融 資 事 業
企 業 活 動 の
側 方 支 援

1
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分野

６０～６４歳

６５歳以上

発達障害者・難治性疾患患者 特定求職者雇用開発助成金（発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース）

特定求職者雇用開発助成金（三年以内既卒者等採用定着コース）

特定求職者雇用開発助成金（長期不安定雇用者雇用開発コース）

全労働者
雇用管理制度の導入を図り、雇用管理改善
を図る

介護福祉機器の導入等により雇用管理改善
を図る

介護労働者のために賃金制度の整備を行う

保育労働者 保育労働者のために賃金制度の整備を行う

建設労働者
雇用管理改善制度の導入、魅力ある職場づ
くりをする

高年齢者
高年齢者の活用促進のため雇用環境整備
の取り組みを行う

●その他（雇用に関する）融資制度

新規
雇用
新たな労働者の
雇い入れ

事業拡大や多角化計画に基づき新たに従業員を1名以上雇用 雇用創出促進資金（資金融資）

沖縄県融資制度のうち、雇用創出促進資金等の融資を受けた方へ利
子補給を行う

中小企業振興資金利子補給金

重度障害者を多数雇用し、これらの障害者のために事業施設等
の整備を行う

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金

障害者の障害特性に応じ通勤を容易にするための措置を実施す
る

重度障害者等通勤対策助成金

障害者の雇用管理のために必要な介助者の配置等を実施する 障害者介助等助成金

労働時間等の設定の改善を図る 職場意識改善助成金

障害のある
労働者への支援

障害者の雇用を促進するとともに、障害者の職場適応・定着を図
る

障害者雇用安定助成金（障害者職場定着支援コース）

障害者雇用安定助成金（障害者職場適応援助コース）

障害者の障害特性による就労支上の課題を克服する作業施設
等を設置・整備する

障害者作業施設設置等助成金

障害者の福祉の増進を図るため福祉施設等を設置・整備する 障害者福祉施設設置等助成金

育休復帰支援プランを作成し、労働者に育児休業取得・職場復
帰させる、または育児休業代替要員を確保する

両立支援等助成金（育児休業等支援コース）

育児・介護を理由とした退職者の復職支援の取組を行う 両立支援助成金（再雇用者評価処遇コース）

行動計画に取組目標、数値目標を掲げ、女性が活躍しやすい職
場環境の整備等に取り組む

両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）

65歳超雇用推進助成金

人事評価制度と賃金制度を整備し、生産性向上、賃金アップ、離
職率を低下させる

人事評価改善等助成金

仕事と家庭の
両立支援や
ワークライフバランス
に取組む

事業所内保育施設を設置・運営・増築する 両立支援助成金（事業所内保育施設コース）

育児休業を取得しやすい職場環境整備を行い、男性に育児休業
を取得させる

両立支援等助成金（出生時両立支援コース）

仕事と介護の両立に関する取組を行う 両立支援助成金（介護離職防止支援コース）

対
象
者

有期契約労
働者等
（契約社員・
パート・派遣
社員など）

正規雇用等に転換または直接雇用する制度
を規定し、有期契約労働者等を正規雇用・多
様な正社員に転換した場合、派遣労働者を
派遣先で正規雇用又は直接雇用した場合

キャリアアップ助成金（正社員化コース）

職場定着支援助成金（雇用管理制度助成コース）

介護労働者
職場定着支援助成金（介護福祉機器助成コース）

職場定着支援助成金（介護労働者雇用管理制度助成コース）

職場定着支援助成金（保育労働者雇用管理制度助成コース）

建設労働者確保育成助成金

週所定労働時間を5時間以上延長し、新たに社会保険を適用さ
せる

キャリアアップ助成金（短時間労働者労働時間延長コース）

人材確保や労働者の職場定着を支援する事業を行う 職場定着支援助成金（中小企業団体助成コース）

生産性向上のための経費を助成することで最低賃金を引き上げ
る

最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）

正規雇用労働者と共通の賃金制度等を導入する キャリアアップ助成金（賃金規定等共通化コース）

正規雇用労働者と共通の諸手当制度を導入する キャリアアップ助成金（諸手当制度共通化コース）

社会保険加入した短時間労働者の賃上げを実施する キャリアアップ助成金（選択的適用拡大導入時処遇改善コース）

業界検定制度を導入し、実施した場合に助成 人材開発支援助成金（職業能力検定制度導入コース）

働
き
や
す
い
職
場
環
境
づ
く
り

労働者の処遇や
職場環境の改善を
図る

特定訓練コース以外の20時間以上の訓練 人材開発支援助成金（一般訓練コース)

雇用情勢が特に厳しい地域で事業所の設備・整備あるいは創業に伴いその地域に居
住する者を雇い入れる

地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）

すべて又は一部の基本給の賃金テーブルを改定し、２％以上増
額させる

キャリアアップ助成金（賃金規程等改定コース）

「法定外の健康診断制度」を新たに規定し、延べ４人以上実施す
る

キャリアアップ助成金（健康診断制度コース）

正社員へ転換する従業員の数以下の社員を県内外へ研修する
ためにかかる費用（交通費、宿泊費等）の一部を助成

正規雇用化企業応援事業

厚生労働大臣の認定を受けたＯＪＴ付き訓練 人材開発支援助成金（特定訓練コース)

直近２年間に継続して正規雇用の経験のない中高年齢新規雇
用者等（４５歳以上）を対象としたＯＪＴ付き訓練

人材開発支援助成金（特定訓練コース)

制
度
導
入

労働者等の職業
能力の向上を図る
ための制度導入

セルフキャリアドック制度を導入し、実施した場合に助成 人材開発支援助成金（キャリア形成支援制度導入コース）

教育訓練休暇制度を導入し、実施した場合に助成 人材開発支援助成金（キャリア形成支援制度導入コース）

技能検定合格報奨金制度を導入し、　実施した場合に助成 人材開発支援助成金（職業能力検定制度導入コース）

社内検定制度を導入し、実施した場合に助成 人材開発支援助成金（職業能力検定制度導入コース）

能
力
開
発

労働者等の職業
能力の向上を図る

職業能力開発促進センター等が実施する在職者訓練（高度職
業訓練）、事業分野別指針に定められた事項に関する訓練、専
門実践教育訓練、生産性向上人材育成支援センターが実施す
る訓練等

人材開発支援助成金（特定訓練コース)

採用5年以内で、35歳未満の若年労働者への訓練 人材開発支援助成金（特定訓練コース)

熟練技能者の指導力強化、技能継承のための訓練、認定職業
訓練

人材開発支援助成金（特定訓練コース)

海外関連業務に従事する人材育成のための訓練 人材開発支援助成金（特定訓練コース)

安定就業を希望する未経験者等

職業訓練を行ったう
え、雇用する

障害者等の一般的に就職が困難な者を作業環境に適応させる
ことを目的に訓練を行い、雇い入れる

職場適応訓練

若年者を
雇い入れる

高年齢者（55歳以上）の持つスキルと若年者（15～39歳）に継承
するためのペア就労を実施した上、若年者を雇用する

世代間スキル継承型雇用促進事業

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）

沖縄県内に居住する３５歳未満の者 地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進コース）

中高年者を
雇い入れる

中高年齢者（起業日の年齢が40歳以上）が起業によって自ら就
業機会の創出を図る

生涯現役起業支援助成金

長期にわたり不安定雇用を繰り返す方

生活保護受給者や生活困窮者 特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コース）

試行的・段階的に
雇い入れる

障害者（身体・知的・精神）

トライアル雇用助成金（一般トライアルコース）

障害者 トライアル雇用助成金（障害者トライアルコース）

短時間労働の精神障害者、発達障害者 トライアル雇用助成金（障害者短時間トライアルコース）

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）

障害者を初めて雇用する場合 （雇用率の対象となる事業主） 特定求職者雇用開発助成金（障害者初回雇用コース）

母子家庭の母（父子家庭の父）等

既卒者や中退者

項目 内容 助成金等名称

新
規
雇
用

就職困難者を
雇入れる

高年齢者
特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）

特定求職者雇用開発助成金（生涯現役コース）
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